
柏崎刈羽原子力発電所5号機

新潟県中越沖地震後の設備健全性に係る
屋外重要土木構造物の点検・評価状況について

平成２１年１０月１３日



1無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

■本日ご報告する内容

　　１．５号機屋外重要土木構造物の概要

　　２．点検

　　３．耐震健全性評価

　　４．総合評価

　　５．(参考)　「解放基盤波」を用いた評価

　　６．(参考)　非常用取水路の軸方向の評価
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１．１　対象設備（１）

・非常用ガス処理系配管非常用ガス処理系
配管ダクト

配管および配管サポー
トの健全性評価は別途
実施

・原子炉補機冷却水系配管

・高圧炉心スプレイディー
　ゼル補機冷却水系配管

耐震上重要な
機器の間接支
持構造物に該
当

原子炉補機冷却系
配管ダクト

－
・補機冷却用海水安全上の重要

度分類クラス
１に該当

非常用取水路

備考内在物選定理由設備名称
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１．１　対象設備（２）

5号機

海水熱交換器建屋

5号機

タービン建屋

5号機

原子炉建屋

距離 スケール

0.0 50.0m

非常用ガス処理系
配管ダクト

原子炉補機冷却系
配管ダクト（Ａ系）

排気筒

原子炉補機冷却系
配管ダクト（Ｂ系）

非常用取水路

５号機海水
熱交換器建屋

５号機
タービン建屋

P.N.

５号機
原子炉建屋

海

評価対象

取水路

スクリーン室

補機冷却用
海水取水路

評価対象は補機冷却用
海水が流下する水路

換気空調系ダクト
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１．２　屋外重要土木構造物の概要（１）

■非常用取水路
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１．２　屋外重要土木構造物の概要（２）

■原子炉補機冷却系配管ダクト
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5号機原子炉建屋

１．２　屋外重要土木構造物の概要（３）

■非常用ガス処理系配管ダクト
Ｆ－Ｆ断面図平面図

非常用ガス処理系配管ダクト

排気筒

5号機原子炉建屋
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■本日ご報告する内容

　　１．５号機屋外重要土木構造物の概要

　　２．点検

　　３．耐震健全性評価

　　４．総合評価

　　５．(参考)　「解放基盤波」を用いた評価

　　６．(参考)　非常用取水路の軸方向の評価
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２．１　点検方法（１）

配管支持機能に影響を及ぼす破損等がない
こと

取水機能に影響を及ぼす破損等がないこと

原子炉補機冷却系配管ダクト

非常用ガス処理系配管ダクト

非常用取水路

■判定基準

■点検項目：目視点検を主体とした点検を実施

（１）コンクリート部材の調査

　　　●　変形

　　　●　ひび割れ

　　　●　剥離・剥落

（１）コンクリート部材の調査

　　　●　変形

　　　●　ひび割れ

　　　●　剥離・剥落

（２）耐震ジョイントの調査

　　　●　変位量（伸び、ずれ、段差）

　　　●　ゴムの損傷

原子炉補機冷却系配管ダクト

非常用ガス処理系配管ダクト

非常用取水路
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２．１　点検方法（２）

耐震性への影響の判断基準

(1) 曲げ破壊に対する限界性能
　　　層間変形角　1/100以下
(2) せん断破壊を示すひび割れがないこと
(3) 耐震ジョイントの限界性能（ゴムの破断）
　　　伸び　300mm以下
　　　ずれ　400mm以下
　　　段差　400mm以下

損　傷　調　査

地震による影響か

コンクリート部材の調査
以下の調査を行い、構造物への
影響を総合的に評価する。
(1)　変形
(2)　ひび割れ
(3)　剥離・剥落

耐震ジョイントの調査
(1)　伸び，ずれ，段差の量
(2)　ゴムの損傷

耐震性への影響
があるか

取水機能を著しく
損ねる変形があるか

構造上の問題なし

通常の管理ルールにて
対応（傾向監視など）

取水機能の問題なし

別途　詳細検討

YES

NO

NO

NO

YES

YES

取水機能への影響の判断基準

設計上必要な取水量を流下させる通水断面が確
保できていること

■点検のフロー（非常用取水路）
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２．１　点検方法（３）

■点検のフロー（配管ダクト）

耐震性への影響の判断基準

(1) 曲げ破壊に対する限界性能
　　　層間変形角　1/100以下
(2) せん断破壊を示すひび割れがないこと

損　傷　調　査

地震による影響か

コンクリート部材の調査
以下の調査を行い、構造物への
影響を総合的に評価する。
(1)　変形
(2)　ひび割れ
(3)　剥離・剥落

耐震性への影響
があるか

配管支持機能を著しく
損ねる変形があるか

構造上の問題なし

通常の管理ルールにて
対応（傾向監視など）

配管支持機能の問題なし

別途　詳細検討

YES

NO

NO

NO

YES

YES

配管支持機能への影響の判断基準

配管を支持できる内空断面が確保できていること
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２．２　非常用取水路　点検結果

・認められないゴムの損傷

・最大伸び45mm、最大段差40mm、

　最大ずれ40mm
変位量耐震ジョ

イント

・スクリーン室地上部：最大面積0.36m2剥離・剥落

・ 補機冷却用海水取水路の底版・側壁・隔壁・頂版

　：最大幅0.5ｍｍ
ひび割れ

・層間変形角1/100を上回る残留変形は認められない変形

コンクリ

ート部材

状況項目対象

取水機能に影響を及ぼす損傷がないことを確認した。

■確認状況
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（参考）指摘事項に対する回答（１）

構造上問題となる顕著な損傷は認められなかったが、非常用取水路

のうち７号および６号の放水路横断部に、最大ひび割れ幅0.5mm

の軸直交方向のひび割れが認められたことから、ひび割れの要因に

ついて検討すること。

（構造Ｗ27-1）

屋外重要土木構造物に対する立入検査・現地調査（５号機第１回、

平成20年12月13日）における指摘事項
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（参考）指摘事項に対する回答（２）

■ひび割れ発生位置

５号機
非常用取水路

５号機
海水熱交換器建屋

６・７号機
放水路

５号機
タービン建屋

補機冷却用海水取水路
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5号機補機冷却用海水取水路

Ja1

Ja2

Ja3

Ja4
Ja5 Ja6

放水路放水路

BL6
BL5

BL4

BL3

BL2

BL1

ソイルセメント
７号機６号機

5号機非常用取水路平面図

点検・評価対象範囲外

P.N.

（参考）指摘事項に対する回答（３）

■補機冷却用海水取水路のひび割れ

局所的な損傷が認められるものの、設計上必要な取水量を流下させる通
水断面が確保できていることから、取水機能に影響を及ぼすものではな
いことを確認した。

ＢＬ６ 損傷展開図
ひび割れ幅計測箇所

漏水箇所

補機冷却用海水取水路（北側，南側水路）
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（参考）指摘事項に対する回答（４）

■補機冷却用海水取水路の損傷原因

５号機海水
熱交換器建屋

ソイル
セメント

６・７号機放水路

洪積層
補機冷却用海水取水路　BL6

ひび割れ発生部位

ひび割れ発生パターン（軸直交方向のひび割れであり、底版でひび割れ幅が大
きく頂版に向けてひび割れ幅が小さくなること）から、地震時に、長手方向に
みて下方にたわむような曲げが作用して発生したものと推定される。

ひび割れ発生箇所の上部には、ソイルセメントを介して６・７号機放水路が直
交して配置されており、これによる地震時荷重が影響を与えた可能性があるこ
とから、これらを考慮した解析を実施し、ひび割れ発生原因について検討した。
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（参考）指摘事項に対する回答（５）

■ＦＥＭによる補機冷却用海水取水路の損傷原因の推定

※６・７号機放水路１ブロック分の奥行き（21m）を
　等価な剛性に換算してモデル化

５号機補機冷却用海水取水路（梁要素）
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（参考）指摘事項に対する回答（６）

６・７号機放水路右側壁の下部付近において、５号機補機冷却用海水取
水路の底版側にひび割れ発生曲げモーメントMcrを超える曲げモーメン
トが発生している。

■ＦＥＭによる補機冷却用海水取水路の損傷原因の推定

Ｍcr(ひび割れ発生曲げモーメント)を超えた範囲 Ｍcr：ひび割れ発生曲げモーメント

Ｍy：鉄筋降伏曲げモーメント

Ｍu：終局曲げモーメント
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２．３　配管ダクト　点検結果

・側壁：最大面積0.14m2剥離・剥落

・認められないひび割れ

・層間変形角1/100を上回る残留変形は認められない変形
コンクリ

ート部材

状況項目対象

■原子炉補機冷却系配管ダクト　確認状況

配管支持機能に影響を及ぼす損傷がないことを確認した。

・認められない剥離・剥落

・頂版（ハンチ端部）：最大幅0.1mmひび割れ

・層間変形角1/100を上回る残留変形は認められない変形
コンクリ

ート部材

状況項目対象

■非常用ガス処理系配管ダクト　確認状況



19無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

２．４　まとめ

■点検結果のまとめ

■第三者機関による確認

屋外重要土木構造物の点検の計画および点検結果の妥当性について、第
三者機関の確認を受けた。
　　第三者機関：（社）土木学会

非常用取水路の一部に局所的な損傷は認められたものの、非常用取水路、
原子炉補機冷却系配管ダクトおよび非常用ガス処理系配管ダクトの各部
位において要求性能を損なうような事象は確認されなかった。
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■本日ご報告する内容

　　１．５号機屋外重要土木構造物の概要

　　２．点検

　　３．耐震健全性評価

　　４．総合評価

　　５．(参考)　「解放基盤波」を用いた評価

　　６．(参考)　非常用取水路の軸方向の評価
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３．１　耐震健全性評価の手順

屋外重要土木構造物の場合には地震観測を行っていないことから、耐震健全性評価にあたって
は、原子炉建屋の基礎版上での地震観測記録から地盤－構造物連成系の解析モデル下端におけ
る地震動を算定し、これを入力地震動として、地盤および鉄筋コンクリート部材の非線形性を
考慮した地盤－構造物連成系の時刻歴地震応答解析（※１）を実施した 。

地震応答解析（※１）

二次元動的有限要素法解析

原子炉建屋の基礎版上での地震観測記録
（水平地震動･鉛直地震動）

入力地震動の算定
一次元波動論による地震応答解析

耐震健全性評価
鉄筋コンクリート構造物
・層間変形角
・せん断力
鋼管杭
・曲率
・せん断力
・杭頭反力（軸力）

評価基準値　
鉄筋コンクリート構造物（※２）

　・限界層間変形角
　・せん断耐力
鋼管杭
　・限界曲率
　・せん断耐力
　・極限支持力

常時応力解析
二次元静的有限要素法解析

常時荷重

耐震健全性評価フロー

（※２）「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・
マニュアル」（土木学会原子力土木委員会、2005年6月）による
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３．１　耐震健全性評価の手順

道路橋示方書・同解説　下部構造編，日本道路協会，平成14年3月

極限支持力：杭先端の極限支持力と最大周面摩擦力の合計として算定

å+= iidu fLUAqR

■鋼管杭の評価基準値

乾式キャスク貯蔵建屋基礎構造の設計に関する技術指針
JEAG4616-2003，日本電気協会原子力規格委員会，2003年9月

限界曲率：局部座屈が発生する縁ひずみεmax=0.22t/rに対応する曲率
　　　　　であり，軸力Nの影響を考慮して算定

せん断耐力：鋼管杭を線形として評価し，鋼材の短期許容せん断応力度
　　　　　　f sに基づいて算定
　

k/seu fAQ ×=

)}]2/sin(1{/[)( max yu NNrN pef +×=
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３．２　解析用物性値（１）

コンクリートおよび鉄筋の材料定数は、構造物の現実的な地震時挙動を適切に
評価するために実強度を用いる 。鋼管杭の材料定数は、設計時の値を用いる。

200 

ヤング係数

(kN/mm2) 

24 

単位体積重量*2)

　(kN/m3) 

32.2

32.6

ヤング係数*1)

(kN/mm2) 

0.3 390 0.2 

48.0非常用取水路

46.0

原子炉補機冷却
系配管ダクト

非常用ガス処理
系配管ダクト

ポアソン比

ν

降伏強度

(N/mm2) 

ポアソン比
　ν

圧縮強度

(N/mm2) 

鉄筋　　　SD345相当（SD35）コンクリート

解析対象断面

*1)「コンクリート標準示方書（設計編）、土木学会、2007」に示された圧縮強度とヤング係数の関係を用いて算定
*2) 鉄筋コンクリートとしての単位体積重量

■材料物性値（鉄筋コンクリート）

■材料物性値（鋼管杭）

77

単位体積重量

(kN/m3) 

200

ヤング係数

(kN/mm2) 

0.3 235
非常用ガス処理
系配管ダクト

ポアソン比　ν
降伏強度

(N/mm2) 

鋼管杭　　　　SKK400相当（SKK41）

解析対象断面
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３．２　解析用物性値（２）

4.09×1050.4516.7西山層

1.41×1050.4817.7洪積粘性土層（Ⅱ）

1.95×1050.4818.1シルト質砂層

9.90×1040.4917.7洪積粘性土層（Ⅰ）

ひずみ依存性を考慮

1980×σv
0.667　*2)0.3319.6　　(18.6)*1)埋戻土層

せん断弾性係数G 、

減衰定数ｈ

初期せん断弾性係数

G0(kN/m2) 

ポアソン比

ν

単位体積重量

γt(kN/m3) 
地層区分

■地盤物性値（非常用取水路）

■地盤物性値（原子炉補機冷却系配管ダクト、非常用ガス処理系配管ダクト）

4.09×1050.4516.7西山層

1.72×1050.4817.5安田層 ひずみ依存性を考慮

1980×σv
0.667　*2)0.3319.6　　(18.6)*1)埋戻土層

せん断弾性係数G 、

減衰定数ｈ

初期せん断弾性係数

G0(kN/m2) 

ポアソン比

ν

単位体積重量

γt(kN/m3) 
地層区分

*1)（　）は湿潤単位体積重量
*2)  σv：有効上載圧（kN/m2）

地盤物性値は地盤調査等の結果をもとに設定された設計時の値を用いる。
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３．３　近接構造物（１）

構造物の現実的な地震時挙動を適切に評価するために、対象設備の地
震時挙動に影響を及ぼす可能性がある近接構造物を解析モデルに反映
する。

５号機タービン建屋原子炉補機冷却系配管ダクト（Ｂ系）

５号機補機冷却用海水取水路取水路

５号機換気空調系ダクト非常用ガス処理系配管ダクト

５号機取水路（漸拡部）補機冷却用海水取水路

６号機スクリーン室スクリーン室

考慮した近接構造物解析対象断面
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３．３　近接構造物（２）

900
2540

400
2600

900

9
0
0

3
5
0
0

90
0

7340

5
3
00

▽T.M.S.L.-5.3ｍ

▽T.M.S.L.+12.0ｍ

西山層

埋戻土層

-10

0

10

 T.M.S.L.(m)

20

T/B5号機原子炉補機冷却系配管ダクト(B系) 5号機タービン建屋

非常用取水路（スクリーン室）

５号機タービン建屋

原子炉補機冷却系配管ダクト（Ｂ系）

■解析モデルに反映する近接構造物の例

10.0m0.0

距離スケール

距離スケール

0.0 20.0m

洪積粘性土層(Ⅰ)
洪積粘性土層(Ⅱ)

▽T.M.S.L.+3.0ｍ
1300

6500

48100

1
1
0
0

7
6
0
0

1
0
0
0
0

1
3
0
0

埋戻土層

西 山層

▽T.M.S.L.-5.5m

1300

6500

1300

6500

1300

6500

1300

6500

1300

6500

1300

洪積粘性土層(Ⅰ)
埋戻土層

シルト質砂層

6号機　スクリーン室

5号機　スクリーン室

-20

-10

0

10

T.M.S.L.(m)

-30

６号機スクリーン室
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３．４　入力地震動

入力地震動の作成方法の概念図

新潟県中越沖地震における５号機原子炉建屋の基礎版上での観測記録を用いて
一次元波動論による地震応答解析を行い、地盤－構造物連成系の地震応答解析
モデル下端位置で評価したものを入力地震動とする。

 

基礎版 

原子炉建屋 

観測記録 

地表面（GL） 

屋外重要 

▽ 解析モデル下端位置（粘性境界） 
一次元波動論による 

地震応答解析 

地盤－構造物連成系モデル 

入力地震動 
（上昇波） 

伝達関数 屋外重要
土木構造物

原子炉建屋

観測記録

伝達関数

入力地震動

地盤表面（GL）

一次元波動論による
地震応答解析

解析モデル下端位置

地盤－構造物連成系モデル
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埋戻土層 

300m 

西山層 

▽T.M.S.L.+12.0m 

▽T.M.S.L.-60.0m 

底面粘性境界 

側
方
粘
性
境
界 

側
方
粘
性
境
界 

自
由
地
盤 

自
由
地
盤 

5 号機取水路 

シルト質砂層 

洪積粘性土層(Ⅰ) 
洪積粘性土層(Ⅱ) 

３．５　解析モデル（１）

■非常用取水路

スクリーン室
地震応答解析モデル

取水路
地震応答解析モデル

補機冷却用海水取水路
地震応答解析モデル

地下水位 T.M.S.L.+1.0m

地下水位 T.M.S.L.+1.0m

地下水位 T.M.S.L.+1.0m
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３．５　解析モデル（２）

■原子炉補機冷却系配管ダクト

原子炉補機冷却系
配管ダクト（Ａ系）
地震応答解析モデル

原子炉補機冷却系
配管ダクト（Ｂ系）
地震応答解析モデル
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３．５　解析モデル（３）

■非常用ガス処理系配管ダクト

非常用ガス処理系
配管ダクト
地震応答解析モデル

換気空調系ダクト換気空調系ダクト（拡大図）



31無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

３．６　耐震健全性評価結果（１）

0.241/1000.237/100頂版～底版
非常用取水路

（補機冷却用海水取水路）

0.111/1000.107/100頂版～底版
非常用取水路

（取水路）

0.131/1000.133/100頂版～底版
原子炉補機冷却系

配管ダクト（Ａ系）

0.151/1000.146/100頂版～底版
非常用ガス処理系

配管ダクト

0.241/1000.244/100頂版～底版
原子炉補機冷却系

配管ダクト（Ｂ系）

0.0451/1000.0453/100頂版～底版
非常用取水路

（スクリーン室）

Ｒd/Ｒu

評価基準値

（限界層間変形角）

Ｒu

照査用応答値

Ｒd

評価位置解析対象断面

■層間変形角による照査結果（鉄筋コンクリート構造物）
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３．６　耐震健全性評価結果（２）

0.60482288隔壁
非常用取水路

（補機冷却用海水取水路）

0.341232419隔壁
非常用取水路

（取水路）

0.351750616側壁
原子炉補機冷却系

配管ダクト（Ａ系）

0.271454396隔壁
非常用取水路

（スクリーン室）

0.1659394底版
非常用ガス処理系

配管ダクト

0.421376574側壁
原子炉補機冷却系

配管ダクト（Ｂ系）

Ｖd/Ｖyd

評価基準値
（せん断耐力）

Ｖyd(kN) 

照査用応答値

Ｖd(kN) 
評価位置解析対象断面

■せん断力による照査結果（鉄筋コンクリート構造物）

※　本表には、Vd/Vydの値が最も大きい評価位置の評価結果のみ表記
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３．６　耐震健全性評価結果（３）

■曲率による照査結果（鋼管杭）

0.130.02380.00306地中部

0.110.03080.00348杭頭部非常用ガス処理系

配管ダクト

φd/φu

評価基準値
（限界曲率）

φu(1/m) 

照査用応答値

φd(1/m) 
評価位置解析対象断面

■せん断力による照査結果（鋼管杭）

0.35587206地中部

0.23587133杭頭部非常用ガス処理系

配管ダクト

Ｖd/Ｖyd

評価基準値
（せん断耐力）

Ｖyd(kN) 

照査用応答値

Vd(kN) 
評価位置解析対象断面

■支持力の評価結果（鋼管杭）

0.242351609杭頭部
非常用ガス処理系

配管ダクト

N’d /Ru

評価基準値
（極限支持力）

Ru(kN) 

照査用応答値

N’d(kN) 
評価位置解析対象断面
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３．７　まとめ

■耐震健全性評価結果のまとめ

評価基準値を満足するとともに裕度を有していることを確認したことか
ら、設備健全性が確保されているものと判断した。
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■本日ご報告する内容

　　１．１号機屋外重要土木構造物の概要

　　２．点検

　　３．耐震健全性評価

　　４．総合評価

　　５．(参考)　「解放基盤波」を用いた評価

　　６．(参考)　三次元地震応答解析による原子炉補機冷却系配管ダクトの評価

　　７．(参考)　非常用取水路の軸方向の評価
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■総合評価結果

○点検
　非常用取水路の一部に局所的な損傷は認められたものの、非常用取水路、
　原子炉補機冷却系配管ダクトおよび非常用ガス処理系配管ダクトの各部
　位において要求性能を損なうような事象は確認されなかった。

○耐震健全性評価（地震応答解析）
　評価基準値を満足するとともに裕度を有していることを確認したことか
　ら、設備健全性が確保されているものと判断した。

４．総合評価

点検と地震応答解析の両面から評価を行った結果、５号機屋
外重要土木構造物についての健全性が確保されているものと
評価した。
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■本日ご報告する内容

　　１．５号機屋外重要土木構造物の概要

　　２．点検

　　３．耐震健全性評価

　　４．総合評価

　　５．(参考)　「解放基盤波」を用いた評価

　　６．(参考)　非常用取水路の軸方向の評価
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５．１　入力地震動

５号機原子炉建屋基礎版上の記録を用いて推定された解放基盤表面の地震動
（「解放基盤波」）を用いて５号機屋外重要土木構造物の耐震健全性評価を行う。
入力地震動以外の検討条件は、「基礎版観測波」による評価と同一である。

解放基盤表面　

地盤－構造物連成系モデル

屋外重要
土木構造物

▽　解析モデル底面境界

入力地震動

岩 盤

入射波　　反射波
（上昇波）（下降波）

一次元波動論

による応答計算

５号機解放基盤波

入力地震動の作成方法の概念図
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５．２　耐震健全性評価結果（１）

0.0450.0391/1000.0393/100
頂版

～底版

非常用取水路

（スクリーン室）

0.240.191/1000.193/100
頂版

～底版

非常用取水路

（補機冷却用海水取水路）

0.110.0911/1000.0913/100
頂版

～底版

非常用取水路

（取水路）

0.15

0.24

0.13

（参考）

基礎版観測波
によるＲd/Ｒu

0.111/1000.111/100
頂版

～底版

原子炉補機冷却系

配管ダクト（Ａ系）

0.121/1000.121/100
頂版

～底版

非常用ガス処理系

配管ダクト

0.181/1000.185/100
頂版

～底版

原子炉補機冷却系

配管ダクト（Ｂ系）

Ｒd/Ｒu

評価基準値

（限界層間変形角）

Ｒu

照査用応答値

Ｒd

評価位置解析対象断面

■層間変形角による照査結果（鉄筋コンクリート構造物）
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５．２　耐震健全性評価結果（２）

0.600.55483268隔壁
非常用取水路

（補機冷却用海水取水路）

0.340.371233453隔壁
非常用取水路

（取水路）

0.16

0.42

0.35

0.27

（参考）

基礎版観測波
によるＶd/Ｖyd

0.331753577側壁
原子炉補機冷却系

配管ダクト（Ａ系）

0.241483357隔壁
非常用取水路

（スクリーン室）

0.17618102底版
非常用ガス処理系

配管ダクト

0.381394528側壁
原子炉補機冷却系

配管ダクト（Ｂ系）

Ｖd/Ｖyd

評価基準値
（せん断耐力）

Ｖyd(kN) 

照査用応答値

Ｖd(kN) 
評価位置解析対象断面

■せん断力による照査結果（鉄筋コンクリート構造物）

※　本表には、Vd/Vydの値が最も大きい評価位置の評価結果のみ表記
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５．２　耐震健全性評価結果（３）

■曲率による照査結果（鋼管杭）

0.13

0.11

（参考）

基礎版観測波
によるφd/φu

0.170.02760.00478地中部

0.120.03140.00366杭頭部非常用ガス処理系

配管ダクト

φd/φu

評価基準値
（限界曲率）

φu(1/m) 

照査用応答値

φd(1/m) 
評価位置解析対象断面

■せん断力による照査結果（鋼管杭）

0.35

0.23

（参考）

基礎版観測波
によるＶd/Ｖyd

0.53587309地中部

0.26587152杭頭部非常用ガス処理系

配管ダクト

Ｖd/Ｖyd

評価基準値
（せん断耐力）

Ｖyd(kN) 

照査用応答値

Vd(kN) 
評価位置解析対象断面

■支持力の評価結果（鋼管杭）

0.24

（参考）

基礎版観測波
によるＮ‘d/Ru

0.202531498杭頭部
非常用ガス処理系

配管ダクト

Ｎ‘d/Ru

評価基準値
（極限支持力）

Ru(kN) 

照査用応答値

N’d(kN) 
評価位置解析対象断面
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■本日ご報告する内容

　　１．１号機屋外重要土木構造物の概要

　　２．点検

　　３．耐震健全性評価

　　４．総合評価

　　５．(参考)　「解放基盤波」を用いた評価

　　６．(参考)　非常用取水路の軸方向の評価
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5号機

海水熱交換器建屋

J

48100

8
87
5
0

スクリーン室

取水路

（漸縮部）

取水路

（漸拡部）

補機冷却用

海水取水路

32800

：耐震ジョイント

J

J
J

J

J

J

J

取水路

（一般部）

距離 スケ ール

0.0 20.0

６．１　ブロック分割

非常用取水路は、取水路軸方向について構造的に問題となるような応力が生じ
ないように、軸方向における構造の変化等を考慮してブロック分割し（最大ブ
ロック長：約20ｍ） 、その間に耐震ジョイントを設置している。

平面図

耐震ジョイント

評価対象ブロック
補機冷却用海水取水路BL6

P.N.

m
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６．２　応力度評価方法（１）

φ＝0°、45°に対して検討

水平方向変位に関する検討

非常用取水路軸方向

A

L

φ
波の進行方向

非常用取水路（1ブロック）

鉛直方向変位に関する検討
BL

A

L

φ

波の進行方向

BL
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６．２　応力度評価方法（２）

BL

地盤ばね（軸方向および軸直角方向）

水平方向地盤変位分布
補機冷却用海水取水路

（梁要素）

軸方向地盤変位分布
（φ＝0°のときは変位＝0）

BL

L

BL

解析で用いる地盤変位分布

梁要素と地盤ばねからなる補機冷却用海水取水路1ブロックの解析モデルに、
静的に地盤変位分布を与えて断面力を算出し、応力度を照査

変位分布Ⅰ

変位分布Ⅱ

地盤ばね：「道路橋示方書・同解説　下部構造編（日本道路協会，平成14年3月）」による
地盤変位：「共同溝設計指針（日本道路協会，昭和61年3月）」による
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６．３　応力度評価結果

軸方向に発生する応力は、コンクリート引張強度に対して十分に小さく、
発生せん断力もせん断耐力に比べて十分に小さいことを確認。

0.00233.040.00696Ⅰ
45

0.000113.040.000345Ⅱ

0.253.040.746Ⅱ

0.00233.040.00694Ⅱ

0.133.04 0.395Ⅰ
0

水平方向変位

0.0247

0.0193

0.143

発生応力度

σd（N/mm2）

0.00813.04Ⅱ

0.00633.04Ⅰ
0

鉛直方向変位

0.0473.04Ⅰ
45

σd/ｆt

コンクリート引張強度
ｆt（N/mm2）

変位分布
構造物と地震波進行方向の

なす角度φ（°）曲げ・軸力

0.0007694107.16Ⅰ
45

0.00008197700.790Ⅱ

0.00046114005.28Ⅱ

0.00171270021.1Ⅱ

0.04312700543Ⅰ
0

水平方向変位

0.0800

20.2

192

照査用せん断力

Ｖd（kN）

0.00000978230Ⅱ

0.00219770Ⅰ
0

鉛直方向変位

0.01612100Ⅰ
45

Ｖd /Ｖyd

せん断耐力

Ｖyd（kN）
変位分布

構造物と地震波進行方向の
なす角度φ（°）せん断
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６．４　ブロック間相対変位量評価方法

各ブロックが剛体移動するものと仮定し、ブロック中心位置の一次元地震応答
解析（地盤の非線形性を考慮）による変位時刻歴を求め、隣接ブロックの変位
時刻歴との差分を相対変位量として算出。

一次元地盤応答解析に用いた地層構成評価位置

5号機

海水熱交換器建屋

補機冷却用
海水取水路

取水路 BL1

スクリーン室

BL2 BL3

BL4

BL5

BL6

Ａ

Ｂ Ｃ

Ｄ

Ｅ

5号機
海水熱交換器建屋

● ：地盤モデル位置
BL：ブロック

-11.30-10.56-11.57

-17.58

-21.66

-16.02

-60.00 -60.00

-11.30 -11.90

-17.40-17.10 -17.10

-23.50-22.95 -23.50
-22.10

-60.00 -60.00-60.00

埋戻土層

西山層

洪積粘性
土層(Ⅰ)

洪積粘性
土層(Ⅱ)

砂層
シルト質

+3.00 +3.00 +3.00
+6.00

-7.85-7.85 -7.85
-6.50-6.80

+12.00

変位算出位置(構造物下面)

-10.00

-20.00

-30.00

-40.00

-50.00

-60.00

0.00

10.00
12.00

-60.00

標高 T.M.S.L.(m)

Ａ Ｂ Ｃ
Ｄ

Ｅ
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６．５　ブロック間相対変位量評価結果

0.71731.40.59627.4[BL-5]-[BL-6]

0.73035.60.84225.1[BL-4]-[BL-5]

0.39319.80.38011.4[BL-3]-[BL-4]

0.37017.10.40712.1[BL-2]-[BL-3]

0.55010.80.3905.70[BL-1]-[BL-2]

0.03804.300.04708.20
[スクリーン室]

-[BL-1]

最大鉛直相対変位最大水平相対変位最大鉛直相対変位最大水平相対変位

軸直交方向軸方向
区間

ブロック間最大相対変位量
単位（ｍｍ）

いずれのブロック間の最大相対変位量も、耐震ジョイントの限界性能（伸
び300ｍｍ、ずれ400ｍｍ）を上回らないことを確認。
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